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担当部
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運営

3 委託

平成１７年度 ～事業期間

総合計画

分野別計画

予算区分

住民の主体的な活動を支援する

1

12‐1

生涯学習課

社会教育係

42

平成３０年度以降

生涯学習

15‐2

担当課

5

教育文化

　生涯学習を推進するためいつでもどこでもだれもが、一番身近な場所である地区の集会

所を拠点とし学習活動に参加できるよう、地域の人々が幼児から高齢者まで、自主的に講

座や事業を実施できるよう支援し、より多くの地域の人々の参加を図り、「ふれあい・学びあ

い・支えあい」の地域づくりを目指す。

　実施地区に対し、年間事業実施数により20万円もしくは10万円を上限として補助を行う。

（10万円はＨ２２年度から新たな取り組み）

　事業内容は、各地区で自主的に計画する。

　年間事業実施数は、区民全員を対象とした事業を10回以上もしくは5回以上とし、そのうち

子どもを含む事業を5回以上もしくは2回以上実施する。

　職員は、補助金の申請書・実績報告書等提出書類の指導事務、効果的な事業を進めるた

めの相談事務、関係機関（出前講座や市民講師）との調整等事務を行っている。

助成 97

1‐3

10

担当係

根拠法令・個別計画

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

内容

（手段）

実施・運営方法

※費用合計に占める

経費の内訳(割合)

生涯学習のまちづくり基本構想・基本計画、小牧市社会教育関係団体補助金等交付要綱、地域３あい事業費補助金交付要綱
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一般財源

Ｈ21決算額

めの相談事務、関係機関（出前講座や市民講師）との調整等事務を行っている。

【直接経費の内訳】

事業費補助金 13,595,595円、消耗品費 10,000円

◎24年度実施内容

23年度と同様に実施する。

無
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人
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実施地区数

46

事業数

成果指標名

区実施率

事業の

達成状況

活動指標名 H22

7757 65

H24H23

362

区

762

92,293

―

100,213

64

570

74

H21

50

57

％

延参加者数

―

76,414

地域の人々が自主的に講座や事業を実施できるよう支援し、より多くの人が地域３あ

い事業へ参加できた。

―

770

60

H24

引き続き地域３あい事業の活動内容を指導、助言し、活動区の増加を図る。
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施施施施

結結結結

果果果果

事業実施におけ

る課題等

引き続き地域３あい事業の活動内容を指導、助言していく必要がある。

より多くの人に参加していただくため、実施地区の増加を図る必要がある。

引き続き地域の人々が自主的に講座や事業を実施できるよう支援し、より多くの人が

地域３あい事業へ参加を図ることで地域の教育力が高められる。
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地域の人々が学習活動を通したふれあい、ささえあう機会が失われ、地域の教育力

が停滞する。


